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研究成果の概要（和文）：戸建て住宅の液状化被害予測・対策・修復技術の向上について検討し、（１）直接基
礎建物の被害は、建物階数、接地圧、アスペクト比、地盤沈下量が大きいほど、また表層の非液状化層厚が薄い
ほど、大きくなること、（２）摩擦杭基礎の沈下挙動は、建物・地盤条件により、抜け上がり、共下がり、めり
込み沈下に分類できること、支持杭の被害無被害に杭頭固定度、杭の変形性能と耐力が大きな影響を与えるこ
と、（３）液状化対策としてドレーンパイプを基礎外周に設置することが有効であること、（４）鉛直荷重と転
倒モーメントに関する安全率により直接基礎の被害をある程度推定できることを示した。 

研究成果の概要（英文）：Our study on evaluation, remediation and restoration of liquefaction-induced
 damage to wooden houses suggests the following: (1) Damage to shallow foundations increased with 
increasing number of stories, contact pressure, and aspect ratio as well as ground settlement, and 
with decreasing thickness of non-liquefied crust; (2) Settlements of frictional pile foundations 
were classified into three according to their relative position to the ground, depending on the 
building and ground conditions, while the rotational constraint at pile head and the ductility and 
capacity of pile would have differentiated damaged from undamaged structures; (4) the installation 
of drainpipe around a wooden house was effective in reducing tilt angle of the house; and (5) The 
extent of damage to shallow foundation may be estimated with the factors of safety against vertical 
force and overturning moment both acting on the non-liquefied crust supporting the building.   

研究分野：地盤地震工学
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１．研究開始当初の背景 
(1) 平成２３年東北地方太平洋沖地震では、
震源から離れた東京湾沿岸を含む関東地方
で甚大な液状化被害が認められた。申請者ら
は、地震直後から、独自に精力的な初動被害
調査を実施するとともに、被害を受けた地方
自治体や海外の調査団と連携して詳細な被
害調査を進めていた。中でも、戸建て住宅の
沈下・傾斜被害は甚大で、抜本的修復・対策
が進まず、深刻な社会問題となっていた。同
年２月発生した Christchurch 地震の調査か
らも同様の問題が指摘された。その背景には
1) 小規模住宅で用いられる地盤調査から液
状化危険度を推定する手法が確立されてい
ないこと、 
2) 戸建て住宅に対する合理的かつ経済的な
液状化対策法がないこと、 
3) 沈下・傾斜した建物の修復法とその考え方、
既存建物直下や街区全体の液状化対策とそ
の考え方などが整理されていないことが挙
げられた。さらに、東京湾沿岸の液状化地域
においては、2m/s2 以下の地震動により、新
設及び建設中の杭の支持力不足または損傷
により、上部構造の沈下・傾斜などが生じ、
さらに上部構造の崩壊（全壊）に繋がったも
のもあることから、液状化に伴う杭基礎の水
平抵抗・鉛直支持力について再検討する必要
性が示唆されている。同時に、埋立土に多く
含まれる細粒分、Ｍ９地震による長時間の繰
り返し、余震による再液状化などの影響によ
り、被害が拡大した可能性もあるが、これら
の影響は十分に解明されていなかった。した
がって、平成２３年東北地方太平洋沖地震に
おける事例をさらに詳細に調査し、上記の課
題を含めた問題点を解明し、その教訓を今後
の耐震設計に反映し、被害軽減に貢献するこ
とは極めて重要と考えられた。また、問題解
決に対する社会および海外からの要請も強
かった。 
 
(2) 日本では従来から地震時における地盤と
基礎の災害が報告されており、申請者らは、
地盤の地震時非線形性状、基礎根入れ部に働
く土圧特性、杭に働く水平地盤反力の特性、
地盤特性が木造被害に与える影響、液状化・
側方流動などの地盤変状が杭基礎に与える
影響、杭基礎とパイルキャップの接合部特性、
それらの影響を考慮した地盤モデルの構築
とその非線形有効応力解析への適用、基礎の
耐震設計法の向上などについての研究を推
進し、建物基礎の耐震設計に貢献してきた。
近年の申請者らの研究によれば、繰り返し荷
重下での極限支持力は、局部せん断破壊が進
行するため、静的な極限支持力に比べて大き
く低下し、摩擦力が消失する液状化時にはそ
の影響が極めて甚大となる可能性が示唆さ
れていた。このような地盤挙動が東京湾岸で
の杭基礎と建物の被害に繋がった可能性も
ある。しかし、これらの挙動を定量的に評価
するための資料は殆どなかった。 

２．研究の目的 
	 本研究では、平成２３年東北地方太平洋沖
地震での液状化被害の現地詳細調査、実験的
解析的検討に基づいて、液状化が建物・基礎
被害に与えた影響を定量的に評価するとと
もに、戸建て住宅の液状化被害予測・対策・
修復を含む建物基礎の包括的耐震技術を整
備することで、将来の巨大地震時における液
状化被害を軽減することを目的とし、以下の
項目を計画年度内に明らかにする。 
1) 地震時の液状化が木造建物を含む直接基
礎の被害に与える影響の定量的評価 
2) 地震時の液状化が杭基礎建物被害に与え
る影響の定量的評価 
3) 表層地盤改良による戸建て住宅の簡便な
液状化対策法の開発 
4) 摩擦杭、ドレーンパープ等による戸建て住
宅の簡便な液状化対策法の開発 
5) 戸建て住宅の液状化被害予測・対策・修復
を含む建物基礎の耐震設計法の提案 
6) 研究のまとめと総括 
 
３．研究の方法 
(1) 本研究では、将来の巨大地震時における
液状化被害を軽減することを目的とし、実被
害の事例分析、遠心震動実験に基づいて、液
状化が建物・基礎被害に与えた影響を定量的
に評価するとともに、予測・対策・修復を含
む建物基礎の包括的耐震技術を示す。 
 
(2) 実被害の事例分析では、平成２３年東北
地方太平洋沖地震の液状化被害、平成２８年
熊本地震に関連して、液状化の発生と程度に
与える地震動・地盤特性の影響、液状化が木
造建物と基礎の被害に与えた影響，液状化が
杭基礎被害に与えた影響を現地詳細調査か
ら明らかにし、液状化発生と程度を予測する
手法の提案・改善を計る。 
 
(3) 遠心振動実験では、液状化が直接基礎建
物の被害に与える影響を把握するとともに、
表層の非液状化層、液状化対策が直接基礎・
杭基礎の支持力・沈下に与える影響、繰り返
し荷重が杭基礎の水平抵抗と鉛直支持力、杭
頭接合部の耐力に与える影響を定量的に評
価する。 
	
４．研究成果	
	 直接基礎建物、杭基礎建物の被害調査と遠
心実験結果に基づいて、戸建て住宅を含む建
物の液状化被害予測・対策・修復被害要因に
ついて検討した。	
	
(1)	建物・地盤・地震動特性が液状化による
直接基礎建物の被害に与える影響について
は、過去の地震被害調査の検討より、建物階
数あるいは接地圧並びに建物のアスペクト
比が大きいほど、無次元沈下量と傾斜角が大
きくなる傾向のあることを示した。また、遠
心載荷実験より、建物の接地圧が大きいほど、



基礎幅が大きいほど、また地下水位が高いほ
ど、表層の非液状化層厚が小さいほど、液状
化による地盤沈下量が大きいほど、建物の被
害程度（絶対沈下量、相対沈下量、傾斜角）
が大きくなり、建物の荷重偏心率が大きいほ
ど、建物の傾斜角が大きくなることを示した。	
	
(2)	地盤の液状化が杭基礎建物の被害に与
える影響については、同一地盤に建設中の３
種類の被害無被害事例の分析に基づいて、被
害無被害を分けた要因が杭頭固定度、杭の変
形性能と耐力によるものであることを定量
的に示した。また室内遠心震動実験から、摩
擦杭基礎の沈下挙動は３種類に分類され、液
状化時に建物荷重を先端で支持できる場合
は抜け上がり、周面摩擦力により支持できる
場合は共下がり、支持出来ない場合はめり込
み沈下を生じることを示した。	
	
(3)摩擦杭、ドレーンパイプ、連結基礎、ソ
イルセメントカラムなど用いた簡便な液状
化対策の可能性を遠心載荷実験により検討
した。その結果、各工法の液状化対策として
の有効性を確認するとともに、ドレーンパイ
プを基礎端部にあるいは連結基礎を用いる
ことで、建物傾斜角を大幅に低減できる可能
性を示した。	
	
(4)	以上の成果に基づき、表層の非液状化層
のせん断力が建物の鉛直荷重と転倒モーメ
ントに抵抗すると仮定した安全率に基づけ
ば、様々な建物・地盤・地震動条件のもとで、
液状化による直接基礎建物の被害程度をあ
る程度の精度で評価できる可能性を示した。	
	
(5)	実被害建物の修復調査事例を収集し、代
表的な修復方法とその適用範囲を示した。	
	
(6)	以上の成果を含めて、戸建て住宅の液状
化被害予測・対策・修復についてまとめ総括
とした。	
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